
代表取締役社長の本間でございます。

本日は、大変お忙しいところ、ご参加いただきまして、誠にありがとうございます。
まだ、ウィズコロナの状況にございますので、今回もオンライン形式で、実施をさ
せていただきます。



本日の内容ですが、まず第2四半期の実績について、その後、足元の事業状況及
び主な取り組みについて、そして 後に、海外において取り組んでいる事業構造改
革の進捗について、ご説明します。



（説明省略）



それでは、まず第2四半期実績の概要についてご説明します。

第1四半期から引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、北米、EMEA・中

南米、国内の法人・ソリューション分野を中心に業績全体へのマイナス影響は発生
していますが、通期の業績予想に向けて着実に進捗しています。

受注高は、国内・海外における前期に獲得した大型案件の反動減等により、第2四
半期で減少となりました。

売上高は、第1四半期から引き続き、主に受注残高からの安定的な売上展開等によ
り、前年並みを確保しています。

営業利益は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響の他、海外における事業
構造改革費用の増加等がありますが、国内において前期に発生した不採算案件の
抑制等により、前年並みとなりました。

なお、「新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響」のことを、この後は「コロナ影
響」と言わせていただきます。それでは各項目につきまして、増減の内容をセグメン
ト毎に説明します。



まず、受注高の状況です。

公共・社会基盤は、この第2四半期において、前期に獲得した中央府省向け案件の
反動減等によりマイナスとなりました。

金融は、第1四半期にご説明した銀行向け案件の獲得等の影響によりプラスとなっ
ています。

法人・ソリューションは、流通・サービス業向け案件の獲得等によりプラスとなってい
ますが、コロナ影響によるマイナスが比較的大きく含まれています。

海外も依然としてコロナ影響が出ています。

北米は、第1四半期と同様、第2四半期においても、前期に獲得した大型案件の反
動減等によりマイナスとなっています。

EMEA・中南米は、第1四半期にご説明した大型案件の反動減等によりマイナスと
なっています。



次に、売上高の状況です。

公共・社会基盤は、第1四半期から引き続き、中央府省向けサービスの規模拡大等
により増収となっています。

金融は、金融機関向けサービスの規模拡大等により増収となりました。

法人・ソリューションは、流通・サービス業向け案件やペイメント向けサービスの規模
拡大等による増収はありますが、コロナ影響に伴う案件の減少や中断等により前年
並みとなりました。

北米は、前期のM&Aによる連結拡大による増収等はありますが、コロナ影響や為
替等により前年並みとなりました。

EMEA・中南米は、イタリア等では堅調を維持していますが、コロナ影響に伴う案件
の減少や中断等により減収となりました。



後に、営業利益の状況です。

公共・社会基盤は、増収による増益及び前期に発生した不採算案件の抑制等によ
り増益となっています。

金融は、増収に伴う増益はありますが、一部グループ会社の減収に伴う減益等に
より、金融全体としては減益となりました。

法人・ソリューションは、第1四半期と同様に、コロナ影響による販管費率の悪化等
により減益となっています。

北米は、コロナ影響及び将来に向けた事業構造改革の実施に伴う費用支出等に
より減益となっています。

EMEA・中南米は、前期の事業構造改革の効果が出始めてはいますが、追加コスト
の発生を含むコロナ影響等により減益となっています。

この後のスライドは、ただ今、ご説明した内容をセグメント毎に記載していますので、
第2四半期実績に関しては以上となります。続きまして、新型コロナウイルス感染症
の当社ビジネスへの影響について、ご説明します。1３ページをご覧ください。



（説明省略）
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全般的に当初想定していたマイナス影響は少なく、既存ビジネス及びデジタル関
連案件を中心として堅調に推移しています。ただし、欧州の感染再拡大をはじめ
として、今後も予断を許さない状況であるため、引き続き、各地域経済、企業活動
の影響を注視していきます。

公共分野は、各地域の法人系ビジネスは一部影響が出ていますが、テレコム領
域は当初想定よりも影響が少なく、中央府省は堅調に推移しています。

金融分野は一部案件の中止・延期による影響が出ていますが、金融機関向け案
件の拡大により当初想定よりも堅調に推移しています。

法人分野は、製造業を中心とした影響は継続していますが、ペイメント領域の需
要拡大、流通サービス業のデジタル案件拡大により、当初の想定よりも堅調に推
移しています。

次に北米は製造業、医療機関における影響が出ていますが、公共領域を中心と
した大型案件の復調、デジタル関連案件の活性化により、当初想定よりも影響が
少ない状況です。

EMEA・中南米は、新たなロックダウンや移動制限の発生により、スペインの保険

業、ドイツの自動車への影響、中南米の通貨下落による為替影響を受けてはいま
すが、イタリアを中心としたデジタル関連案件等の活性化により当初想定よりも影
響が少ない状況です。



続きまして、これまでの主な取り組みについてご説明します。



まず、ブロックチェーン技術を活用した貿易情報連携プラットフォームである「トレー
ドワルツ」ですが、当社とパートナー6社で立ち上げています。デジタル技術を活用
して貿易業務に関わる業界全体のＤＸを推進していきます。



また、当社はクラウドベースのデータ蓄積に強みを持つSnowflake社（スノーフレー
ク）と資本業務提携をしており、これによりAI・データ活用を通じたDXの加速を支援
していきます。なお、スノーフレーク社は、本年9月にIPOを実施していますが、時
価総額はソフトウェア企業として過去 高額となっています。



こちらはウィズコロナ、アフターコロナにおける新たな社会の実現に向けた当社の
ＤＸソリューションとなります。



次に、デジタル社会の実現に向けた取り組みとして、8月7日の第1四半期決算で

もご説明しましたが、当社はウィズコロナ、アフターコロナにおける新たな社会の
実現をめざし、様々な取り組みを開始しています。



当社は、10月29日付で「ソーシャルデザイン推進室」を新設しています。今後、行
政サービスと、金融機関のサービスや企業のサービスが連動したDXが加速して
いきます。

当社は、全社横断的に金融・公共・法人分野、そして、海外部門やR&D部門がしっ
かりと連携をして、社会全体のDXにこれから貢献していきます。

また、社会に対して、CDOやCTO等の人材・チームを送り出し、更にはお客様側の
デジタル人材の育成にも積極的に取り組んでいきます。



（説明省略）



こちらは、北米及びEMEA中南米の事業構造改革の進捗状況となります。

まず北米については、事業構造改革を前倒しで実行しており、計画通りに進捗し
ています。具体的には、デジタル人財の拡充とリスキル、リソースの 適化、オ
フィスやデータセンターの統廃合を進めています。

次にEMEA・中南米ですが、これまでの事業構造改革の成果としてデジタル案件
が増えてきており、今年度もデジタル対応力強化を継続していきます。



北米において、ServiceNow（サービスナウ）の専業コンサル企業であるAcorio社

（アコーリオ）を買収しています。デジタルオファリングを拡充し、北米及びグロー
バルでのお客様のDX推進に貢献していきます。ServiceNow（サービスナウ）は当
社社内においても戦略的に活用を進めています。



また欧州では世界約70ヶ国に事業展開するイタリアの大手エネルギー企業である
Eni（エニ）社から、デジタルトランスフォーメーション案件を新たに受注しています。



こちらもポルトガルの医療機関の事例となりますが、everisが保有する医療ソ
リューションを提供し、新たな医療業務の効率化に貢献していきます。



以降は、セグメント毎のトピックや数値情報等を記載していますので、ご説明は省
略します。
私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。ありがとうございました。
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